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気候変動で増える集中豪雨の「想定外」の被害をなくす防災テックが注目を集める。スタートアップのスペクティ（東京・千代田）やNTTアドバンステクノロジなどはそれぞれ、千年に1度よりも発生確率の低いまれな豪雨の予測にめどを付けた。企業の災害予報への参入を促す法改正の後の事業化を視野に入れる。自治体や企業の災害対策が進むと期待される。


豪雨に伴う被害を抑えるため、市町村は一般に過去の降水量やその推計値を元にハザードマップを作って住民に被災リスクを伝える。千年に1度の確率で起こる大雨までを対象に基準を定め、浸水範囲や水深、避難場所を事前に想定している。

近年、気候変動の影響で同じ地域で豪雨が数時間続く線状降水帯などの被害が相次ぐ。2019年の千葉県の一宮川の氾濫やJR武蔵小杉駅（川崎市）付近の浸水などが起きた。気象庁の観測データをみると1時間に50ミリ以上の強い雨は40年間で約5割増えた。まれな確率の災害まで抑える仕組みが求められている。

スペクティは人工知能（AI）やSNS（交流サイト）を使い、浸水範囲を9割以上の精度で予測するサービスを24年初夏にも始める。同社は約700の自治体や企業に災害情報システムを販売している。10〜60分後のハザードマップを作れる技術がうりだ。防災関連の東京海上日動火災保険などの企業連合と協力するなどしてサービスを強化している。

こうした災害予想サービスは現状では国や都道府県しかできない。政府は門戸を開こうと、6月末までの通常国会で気象業務法や水防法を改正しようとしている。早ければ23年内にも、気象庁や国土交通省が始める技術の審査を通過すれば、企業が予測データを提供できる。


スペクティも法改正を受けて予測データの提供を目指す。新サービスでは、AIがSNSに投稿された浸水した建物の画像や、防災用カメラによる河川や道路の画像をもとに浸水の状況を判定する。気象庁の降水量予報や地形データも使い、浸水の広がりや水深を予測する。

都市部を中心に数万年に1度といったまれな極端な大雨でも高精度のハザードマップを作れる。地図は5メートルごとに水深を10センチ単位で表す。村上建治郎・最高経営責任者（CEO）は「どんな規模の大雨にも対応できる」と話す。自治体が避難指示を出すタイミングを決めたり、避難場所を指定したりするのに役立つ。

線状降水帯の出現などで20年7月に球磨川が氾濫した熊本豪雨のデータで性能を試すと、予測した浸水範囲の9割以上が実際に水没していた。22年7月に自治体や企業向けに予測データの無償提供を始め、同年9月までに約190地点で浸水範囲を予測した。同年8月の青森県の豪雨では「国土交通省も把握できなかった浸水被害を予測した」（村上CEO）。

精密なデータをもとにした取り組みを進めるのは、NTTアドバンステクノロジや東芝、日本工営だ。利用する新型気象レーダーは2種類の電波を使い雨粒の大きさと数をとらえる。1種類の電波を使う通常のレーダーは誤差が大きいという。

降水量の予測範囲を河川の数十キロメートル上流まで広げるとともに精度を高めた。気象庁の降水量データも併用して10分〜15時間後の浸水範囲や水深を予測し、リアルタイムでハザードマップを作る。

千年に1度よりもまれな大雨に対応できる見込みだ。15年の関東・東北豪雨などのデータで性能を試すと、予測と実際の浸水範囲が約9割一致した。23年末にも自治体や企業にデータを販売する。NTTアドバンステクノロジの中道真介ビジネスユニット長は「避難場所や経路を住民へ伝える機能も加えて防災に役立てたい」と話す。

河川の氾濫に注目した取り組みも進む。日立製作所は支流などが逆流して起きる内水氾濫を予測する技術を開発した。国土地理院の地質データを使い、降雨が地面に染みこむ量を見積もり、本流や支流の水量を予測。6時間後までの浸水範囲と水深を示す。


日立製作所は豪雨で浸水する範囲を97%の精度で当てる予測技術を開発した。山形県の最上川流域の浸水被害の予測=同社提供。
山形県東根市での実証実験では、20年の豪雨で最上川が増水して支流があふれた浸水範囲を97%の精度で予測した。道路の通行規制をすべき場所も示せる。複数の河川が交わる複雑な地形でも千年に1度よりも発生率が低い災害に対応できる。松井隆DX推進部部長は「23年末にも気象庁や国土交通省に売り込み、予測データの提供を目指す」と話す。各地の自治体や企業にも販売する。

ハザードマップには住人の安全を優先するため、浸水リスクが少しでもあれば全て示すべきだという考え方もある。「想定する被害範囲が広がりすぎて避難や防災対策が難しくなる」（スペクティの村上CEO）。実際の降水量や浸水被害、予測データから素早く高精度のハザードマップを作れれば、安全な避難を実現できるという。

■災害対策システム市場、30年に40兆円　普及に課題も
調査会社のパノラマデータインサイトによると、世界の災害対策システムの市場規模は2030年に2981億ドル（約40兆円）と20年の2倍になると予測されている。気候変動の影響による豪雨や山火事のリスクの高まりを背景に、高速通信規格「5G」などの新たな技術を駆使して拡大するとしている。
各国は防災へのAIの活用を急ぐ。米国は米農務省やコロラド州防火管理局が米エヌビディアなどと連携。AIを使うシミュレーションで山火事の広がり方を予測する取り組みなどもしている。
日本は災害対策では先進国といえる。急峻（きゅうしゅん）な国土で河川が増水しやすいため、天気予報をもとにした先回りの治水が進む。新技術を取り入れようと、政府は19年発表のAI戦略で、自然災害に強い街づくりを進める考えを示した。AIで被害情報を集めて解析し、避難情報を提供して被害を抑える計画だ。
普及には課題も残る。地方自治体にはデジタル技術に詳しい人材やシステムを作る資金が不足している。国の財政難で防災関連の予算が限られるなか、コストを抑えた整備計画が求められる。（サイエンスエディター　草塩拓郎）
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